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(57) Abstract: A motor control device i s provided with a con
trol unit comprising an excess output suppression control unit
that suppresses excess output by reducing the current com
mand value from a superordinate control unit. A control sig
nal output unit obtains a motor control signal by adding the
reduction amount of the current command value to the current
command value. The excess output suppression control unit
comprises a hydraulic pressure-estimating unit that estimates
hydraulic pressure on the basis o f the electric current and ro
tational speed o f a motor, and a current command value cor
rection amount-calculating unit that outputs the reduction

00 amount for the current command value when the estimated
Ί1 β J~ hydraulic pressure i s higher than the target hydraulic pressure.

Either the target hydraulic pressure or the estimated hydraulic

—— I pressure, which are compared using the current command
value correction amount-calculating unit, i s corrected on the
basis o f oil temperature information.

(57) 要 約 ： 制 御 部 は 、 上 位 制 御 装 置 か らの 電 流 指
令 値 を低 減 す る こ とで過 出 力 を抑 制 す る過 出 力 抑
制 制 御 部 を備 え る。 制 御 信 号 出 力部 は 、 電 流 指 令
値 に電 流 指 令 値 の 低 減 量 を付 加 す る こ とで モ ー タ
制 御 信 号 を得 る 。過 出 力 抑 制 制 御 部 は 、 電 動 モ ー
タの 電 流 お よび 回転 速 度 に基 づ き油 圧 を推 定 す る
油 圧 推 定 部 と、 目標 油 圧 よ リ推 定 油 圧 の 方 が 高 い
場 合 に 電 流 指 令 値 の 低 減 量 を 出 力 す る電 流 指 令 値

補 正 量 演 算 部 と を備 え る 。 電 流 指 令 値 補 正 量 演 算 部 I：よ り比 較 され る 目標 油 圧 と推 定 油 圧 との うちの 一 方
は油 温 情 報 に基 づ い て補 正 され る。



明 細 書

発明の名称 ：モータ制御装置および電動ポンプユニット

技術分野

[0001 ] この発明は、モータ制御装置および電動ポンプユニットに関し、特に、自

動車の トランスミツションに油圧を供給するのに適 した電動ポンプュニッ卜

用のモータ制御装置およびこのようなモータ制御装置を備えた電動ポンプュ

ニッ卜に関する。

背景技術

[0002] 自動車の トランスミッシ ョンに油圧を供給する装置として、従来は、主動

力源であるエンジンで駆動される主ポンプだけを備えたものが使用されてい

た。

[0003] ところが、停車時にエンジンを停止させるアイ ドルス トップ機能を付与す

ると、アイ ドルス トップによりエンジンが停止 しているときにも トランスミ

ッションなどの駆動系への油圧供給を確保するために、従来の主ポンプと、

バッテリを電源とする電動モータにより駆動される補助ポンプとの 2 つの油

圧源が必要になる。このような 2 つの油圧源を備えた トランスミッション用

の油圧供給装置として、特許文献 1 に示すようなものが知られている。この

油圧供給装置は トランスミッシ ョンに油圧を供給するもので、補助ポンプは

、これを駆動する電動モータおよびモータ制御装置とともに、電動ポンプュ

ニッ卜を構成 している。主ポンプからトランスミッションへの主吐出油路の

油圧が所定値以上のときは、補助ポンプの駆動を停止 し、主吐出油路の油圧

が所定値未満のときは、補助ポンプを駆動するようになっている。ここで、

主ポンプにより供給される油圧は、補助ポンプにより供給される油圧の数十

倍の大きさであり、油圧センサの測定レンジは、主ポンプにより供給される

油圧の大きさに合わせて設定されるため、これを補助ポンプの油圧制御に使

用 したのでは、測定精度が十分ではなく、油圧制御が難 しい。補助ポンプを

駆動するに際 しては、上位 E C U からの電流指令値に基づいて電動モータを



駆動することで、目標油圧以上が得 られるようになっている。

先行技術文献

特許文献
[0004] 特許文献1 ：曰本国特開 2 0 0 - 6 9 4 号公報

発明の開示

発明が解決しょうとする課題

[0005] 上記従来の電動ポンプュニッ卜では、電動モータへの負荷の有無にかかわ

らず電流指令値通りの駆動を行うために、必要以上に大きい出力 （過出力）

の状態が生 じることになり、省エネの点でも、また、発熱や騒音発生の点で

も好ましくない。過出力を抑制するには、実際の油圧を求め、実測油圧に基

づいて制御することが好ましいが、そのためには、主ポンプ用とは別に、電

動ポンプュニッ卜に適 した測定レンジの油圧センサを付加する必要があり、

コス ト高になるという問題がある。 したがって、過出力を抑制するには、電

動ポンプュニッ卜用油圧センサを付加 しなくてよいように、ポンプの油圧を

精度よく推定することが課題となる。

[0006] この発明の目的は、上記の問題を解決 し、過出力を抑制することで、発熱

および騒音を最低限に抑えることができるとともに、過出力抑制のために油

圧センサを付加する必要がないモータ制御装置および電動ポンプユニットを

提供することにある。

課題を解決するための手段

[0007] この発明によるモータ制御装置は、油の吸入および吐出を行うポンプを駆

動する電動モータを油圧に基づいて制御するモータ制御装置であって、モ一

タ制御信号を出力する制御信号出力部を備える制御部と、前記モータ制御信

号の入力により作動 して前記電動モータへ駆動電力を供給する駆動回路とを

備え、前記制御部は、上位制御装置からの電流指令値を低減することで過出

力を抑制する過出力抑制制御部をさらに備えており、前記制御信号出力部は

、前記上位制御装置からの前記電流指令値に前記過出力抑制制御部で得 られ



た電流 指令 値 の低 減 量 を付 加 す る こ とで前 記 モー タ制 御 信 号 を得 て お り、 前

記 過 出力抑 制 制 御 部 は、 少 な くとも前 記 電動 モー タの電流 お よび 回転 速度 に

基 づ き油 圧 を推 定 す る油 圧推 定部 と、 目標 油 圧 と前 記 油 圧推 定部 で推 定 され

た推 定油 圧 とを比較 して前 記推 定油 圧 の方 が高 い場 合 に前 記 電流 指令 値 の低

減 量 を前 記制 御 信 号 出力部 に出力 す る電流 指令 値 補 正量 演 算部 とを備 えて お

り、 前 記 電流 指令 値 補 正量 演 算部 に よ り比較 され る前 記 目標 油 圧 と前 記推 定

油 圧 との うち の一方 は油 温情 報 に基 づ いて補 正 され て い る もの で あ る。

[0008] 過 出力抑 制 制 御 部 にお いて、 上位 制 御 装 置 か らの電流 指令 値 の低 減 量 が求

め られ、 制 御 信 号 出力部 か ら出力 され るモー タ制 御 信 号 は、 この低 減 量 が上

位 制 御 装 置 か らの電流 指令 値 に付 加 され た もの とな る。 過 出力抑 制 制 御 部 は

、 予 め設 定 され た 目標 油 圧 と電動 モー タで駆 動 され る こ とで変 化 す る推 定油

圧 とに基 づ いて、 推 定油 圧 が高 い場 合 に電流 指令 値 の低 減 量 を制 御 信 号 出力

部 に出力 し、 これ に よ り、 上位 制 御 装 置 か らの電流 指令 値 に基 づ いた制 御 に

比 べ て、 実 際 の油 圧 を 目標 油 圧 に確 保 した状 態 で低 くす る こ とが で き、 電動

モー タの 出力 を抑 制 す る こ とが で きる。

[0009] 実 際 の油 圧 は、 電動 ポ ンプユ ニ ッ ト用油 圧 セ ンサ を付 加 しな くて よい よ う

に、 電動 モー タで得 られ るデ ー タか ら推 定 され る こ とが好 ま しく、 少 な くと

も電動 モー タの電流 お よび 回転 速度 （これ ら 2 つ だ け を使 用 して も よ く、 必

要 に応 じて、 基準 電圧 と電源 電圧 との比 な ども使 用 して） か ら油 圧 を推 定 す

る油 圧推 定部 に よ って、 油 圧 が推 定 され る。 油 圧推 定 に際 し、 油 温、 す なわ

ち、 油 の粘 度 に よ って、 推 定値 が変 化 す る こ とか ら、 油 温情 報 に基 づ いて推

定油 圧値 また は 目標 油 圧値 を補 正 す る こ とで （目標 油 圧 を設 定値 に保 った ま

まで、 油 温情 報 に基 づ いて推 定油 圧 を補 正 して も よ く、 逆 に、 目標 油 圧 の設

定値 を油 温情 報 に基 づ いて補 正 す る よ うに して も よい）、 過 出力抑 制 制 御 の

精 度 が高 め られ る。

[001 0] こ う して、 過 出力抑 制 の ため に油 圧 セ ンサ を付 加 す る こ とな く、 適 正 出力

とな る （要 求 出力不 足 もな く過 出力 もな い）制 御 が行 わ れ、 発 熱 お よび騒 音

を最低 限 に抑 え る こ とが で きる。



[001 1] 油温情報 に基づいて推定油圧 を補正する場合、複数 の油温 ゾー ンに対応す

る油圧推定マ ップまたは油圧推定演算式 を使用することで、油圧の推定精度

が高め られ、過 出力抑制制御 の精度 が高め られ る。

[001 2] 複数 の油温 ゾー ンに対応する油圧推定マ ツプは、複数 の油温 ゾー ンに対応

して設 け られた複数 のマ ップを備 えてもよ く、 また、標準温度用 と して設定

された標準 マ ップと、複数 の油温 ゾー ンにそれぞれ対応するように設定 され

た調整係数 とによって形成 されているように してもよい。

[001 3] ポ ンプの油圧 —流量曲線 は、要求油圧値 を満た し、 かつ、 この要求油圧値

を超 えた点 を変曲点 と して、変曲点以降では、油圧の増加 に対 して流量が低

下するもの とされてお り、複数 の油温 ゾー ンの うちの高温 ゾー ン用の油圧推

定マ ップにおいては、油温が所定量低下 した場合でも要求油圧値 を満たすよ

うに、余裕代 が設 け られていることが好 ま しい。

[0014] 油温 は、外気温 によって、低下 させ られ るので、高温 ゾー ンと しての制御

を行 っている状態で、実際の油温が中温 ゾー ンに低下することがある。実際

の油温が中温 ゾー ンの場合 に、高温 ゾー ンと しての制御 を行 うと、油圧が要

求出力点 を下回る可能性 が生 じる。 そ こで、高温 ゾー ンにおける余裕代 を設

けてお くことによ り、油温低下の影響 を受 けやすい高温 ゾー ンにおける要求

出力 を確保 することがで きる。

[001 5] 制御信号 出力部 は、電動 モータの回転速度 の変化 を所定の傾 き以下 とする

ための フィル タ処理部 をさ らに備 えていることが好 ま しい。

[001 6] 複数 の油温 ゾー ンに対応する油圧推定マ ップを使用することで、油温が変

化 して異 なる油温 ゾー ンに切 り換 え られ る際 には、電動 モータの回転速度 が

変化することになる。 この とき、 ポ ンプが発生する音の周波数 が変化する。

この変化が大 きい場合 には、音が 目立ち、 ュ一ザが不快感 を感 じることがあ

る。制御信号 出力部 の フィル タ処理部 によって、電動 モータの回転速度 の変

化 を所定の傾 き以下 とすることによ り、電動 モータの回転速度 の変化が緩や

かなもの とな り、不快感 を感 じないようにで きる。

[001 7] 油圧推 定部 において油圧 を推定する際 に使用 され る電動 モータの電流 は、



電源電流であってもよく、モータ電流であってもよい。また、電流値は、測

定値であってもよく、推定値であってもよい。回転速度は、モータに設けら

れている位相検出回路の出力から得ることができるが、これに限定されるも

のではない。油圧推定部は、さらに電源電圧に基づいて油圧を補正すること

が好ましい。

[001 8] この発明による電動ポンプユニットは、油の吸入および吐出を行うポンプ

と、ポンプ駆動用電動モータと、油圧に基づいて電動モータを制御するモ一

タ制御装置とを備えている電動ポンプュニッ卜において、モータ制御装置は

、上記いずれかに記載ものとされていることを特徴とするものである。

発明の効果

[001 9] この発明の電動ポンプユニットによれば、上記のように、油圧が精度よく

推定されて、実際の油圧を目標油圧を確保 した状態で低 くすることができ、

これにより、要求出力不足もなく過出力もない制御が行われ、過出力による

発熱および騒音を最低限に抑えることができる。

図面の簡単な説明

[0020] [ 図1] 図 1 は、この発明の実施形態に係る電動ポンプユニットを自動車の トラ

ンスミッションの油圧供給装置に適用 した実施形態を示す概略構成図である

[ 図2] 図 2 は、この発明の実施形態に係るモータ制御装置のハ 一 ドウエアの概

略構成の 1例を示すプロック図である。

[ 図3] 図 3 は、この発明の実施形態に係るモータ制御装置のソフ 卜ウェアの概

略構成の 1例を示すプロック図である。

[ 図4 ] 図 4 は、この発明の実施形態に係る電動ポンプュニッ卜のモータ制御装

置によって得 られるボンプの出力特性である油圧—流量曲線の典型例を示す

グラフである。

[ 図5] 図 5 は、この発明の実施形態に係る電動ポンプュニッ卜のモータ制御装

置において利用 している油の温度と粘性との関係を示すグラフである。

[ 図6] 図 6 は、この発明の実施形態に係る電動ポンプュニッ卜のモータ制御装



置によって得 られるポンプの出力特性 について、油温が高温時の場合のもの

を示すグラフである。

[ 図7] 図 7 は、 この発明の実施形態に係 る電動ポンプュニ ッ 卜のモータ制御装

置によって得 られるポンプの出力特性 について、油温が低温時の場合のもの

を示すグラフである。

[ 図8] 図 8 は、 この発明の実施形態に係 る電動ポンプュニ ッ 卜のモータ制御装

置によって得 られるポンプの出力特性 について、高温 ゾーンにおける余裕代

を説明するグラフである。

[ 図9] 図 9 は、 この発明の実施形態に係 る電動ポンプュニ ッ 卜のモータ制御装

置によって得 られるポンプの出力特性 について、油温 ゾ一ンが切 り替わる際

の変化を示すグラフである。

発明を実施するための形態

[0021 ] 以下、図面を参照 して、 この発明を自動車の トラ ンス ミ ッシ ョン用の油圧

供給装置に適用 した実施形態について説明する。

[0022] 図 1 は、 自動車の トラ ンス ミ ッシ ョン （無段変速機）に油圧を供給する油

圧供給装置の 1 例 を示す概略構成図である。

[0023] 図 1 において、油圧供給装置には、 トランスミッシ ョン用電動ポンプュニ

ッ 卜（1 ) が設けられている。 この電動ポンプユニ ッ ト（1 ) は、 自動車の 卜ラン

スミッシ ョン（2) において、 アイ ドルス トップ時に低下する油圧を補助供給す

るために用い られるものであ り、油圧供給用の補助ポンプであるポンプ(3) と

、ポンプ駆動用電動モータ（4) と、モータ（4) を制御するモータ制御装置 (5) と

を備えている。

[0024] モータ（4) はセンサ レス制御 ブラシ レス D C モータ、補助ポンプ(3) は内接

歯車ポンプである。好ま しくは、ポンプ(3) およびモータ（4) は、共通のハ ウ

ジング内に一体状 に設けられる。モータ制御装置 （5) も、ポンプ(3) およびモ

—タ（4) と共通のハ ウジング内に設けられてもよい。

[0025] 油圧供給装置には、上記の補助ポンプ(3) を有する電動ポンプュニ ッ 卜（1 )

の他 に、エンジン（6) により駆動される主ポンプ(7) が設けられている。



[0026] 主ポンプ(7) の油吸入口（8) はオイルパン（9) に接続され、油吐出口（1 0)は主

吐出油路 （1 1) を介 して トランスミッシ ョン（2) に接続されている。補助ポンプ

(3) の油吸入口（1 2)はオイルパン（9) に接続され、油吐出口（1 3)は補助吐出油

路（14) を介 して主吐出油路 （1 1) に接続されている。補助吐出油路（14) には、

主吐出油路 （1 1)側から補助ポンプ(3) への油の逆流を阻止する逆止弁 （1 5)が設

けられている。主吐出油路 （1 1) には、油圧センサ （1 6)および油温センサ （1 7)

が設けられている。

[0027] モータ制御装置（5) には、直流電源であるバッテリ（1 8)およびエンジン（6)

や トランスミッション（2) を制御するコンピュータである上位 E C U (上位制

御装置） （1 9)が接続されている。上位 E C U ( 19)は、油圧センサ （1 6)の出力

より主吐出油路 （1 1)の油圧を監視 し、油圧が所定の設定値以上の場合は補助

ポンプ停止信号を、設定値未満の場合は補助ポンプ駆動信号をモ一タ制御装

置（5) に出力する。

[0028] モータ制御装置（5) は、上位 E C U ( 19)から補助ポンプ停止信号が出力され

ているときは、モータ（4) の駆動を停止して、補助ポンプ(3) の駆動を停止し

、補助ポンプ駆動信号が出力されているときは、モータ（4) を駆動 して、補助

ポンプ(3) を駆動する。

[0029] エンジン（6) が駆動されているときは、これによつて主ポンプ(7) が駆動さ

れ、通常、主吐出油路 （1 1)の油圧は設定値以上であり、補助ポンプ(3) は駆動

を停止している。このとき、主ポンプ(7) から主吐出油路 （1 1) を介 して 卜ラン

スミッション（2) に油が供給される。そして、逆止弁 （1 5) により、主吐出油路

( 11) から補助ポンプ(3) への油の逆流が阻止される。

[0030] エンジン（6) が停止しているときは、通常、主吐出油路 （1 1)の油圧はほぼ 0

で、設定値未満であり、補助ポンプ(3) が駆動される。これにより、補助ボン

プ(3) から補助吐出油路（14)および主吐出油路（11) を介 して トランスミツショ

ン（2) に油が供給される。

[0031 ] エンジン（6) が駆動されていても、主吐出油路 （1 1)の油圧が設定値未満の場

合は、補助ポンプ(3) が駆動され、補助ポンプ(3) から補助吐出油路（14) を介



して主吐出油路 （1 1) に油が供給される。

[0032] 補助ポンプ(3) が駆動される際には、上位 E C U ( 19)は、アイ ドリング条件

が成立 した段階で電動ポンプュニッ卜（1 )へ作動指示を行い、電動ポンプュニ

ッ卜（1 ) のモータ制御装置 （5) は、上位 E C U ( 19)からの電流指令値に基づい

てモータ（4) を制御する。

[0033] 図 2 は、モータ制御装置 （5) のハー ドウェアの 1具体例を示す概略構成図で

あり、モータ制御装置 （5) は、バッテ リ（1 8) を内部電源として、片側 PWM方

式でモータ（4) を駆動するものであり、モータ（4) を駆動する駆動回路 (20) と

、駆動回路 (20) を制御するモータ制御信号出力部を備えたC P U (制御部）（

2 1) と、 C P U (21 ) の出力するモータ制御信号に基づいて、駆動回路 (20) を構

成する各スィツチング素子にゲ一 卜駆動信号を出力するプリドライバ（22) と

、駆動回路 (20) の入力電流を検出する電流検出回路 (23) と、モータ（4) の口一

夕の位相を検出する位相検出回路 (24) と、電源電圧を検出する電圧検出回路（

25) とを備えている。C P U 2 1は、少なくとも、演算部 （プロセッサ）と記憶

部とを備える。記憶部には例えば一つ以上のプログラムや各種デ一タが記憶

され、プロセッサにてプログラムが実行可能である。

[0034] 図 2 に示すハー ドウェア構成は、基本的に公知のものであり、公知の適宜

な構成を取ることができる。

[0035] 駆動回路 (20) は、バッテ リ（1 8) からモータ（4)への通電を制御する複数のス

イッチング素子 （図示略）を備えたスイッチング回路となっている。C P U (

2 1) は、モータ（4) の各相の相電圧から、モータ（4) のロータ （図示略）の回転

位置を推定 し、それに基づいて、 PWM方式で駆動回路 (20) の各スィッチン

グ素子を制御 し、これにより、モータ（4)への通電が制御される。電流検出回

路 (23) は、駆動回路 (20) の入力電流を検出し、その出力はC P U (21 ) に入力

する。位相検出回路 (24) は、モータ（4) のロータの位相を検出し、その出力は

C P U (21 ) に入力 し、モータ（4) の回転速度を求めるために使用される。バッ

テ リ（1 8) の直流電圧が駆動回路 (20) およびC P U (21 ) に印加され、これが駆

動回路 (20) の入力電圧となる。



[0036] 図 3 は、 C P U (21 ) におけるソフ トウェアの構成を示 している。

[0037] 同図において、 C P U (21 ) は、上位 E C U ( 19) か らの電流指令値に基づい

て、 これを補正 してモータ制御信号を出力するようになっており、 C P U (21

) は、上位 E C U ( 19) か らの電流指令値に基づいてモータ制御信号を出力する

制御信号出力部 (31 ) と、上位 E C U ( 19) か らの電流指令値を低減することで

過出力を抑制する過出力抑制制御部 (32) と、上位 E C U ( 19) か らの電流指令

値を増加することでセ ンサ レス制御用の最低回転速度の維持制御を行 う最低

出力維持制御部 (33) とを備えている。

[0038] 過出力抑制制御部 (32) は、油圧推定部 (34) と、油圧推定部 (34) で得 られた

推定油圧 と目標油圧 とを比較 して上位 E C U ( 19) か ら制御信号出力部 (31 ) に

入力 して くる電流指令値の低減量を求める電流指令値補正量演算部 (35) とを

備えている。 目標油圧は、例えば、 C P U (21 ) の記憶部に記憶された設定値

である。

[0039] 制御信号出力部 (31 ) は、電流制御の実行により電流指令値を求め、 この電

流指令値に実電流値を追従させるように変換係数が付与された電圧指令値が

モータ（4) に印加される。制御信号出力部 (31 ) は、電流指令値に実電流値を追

従させるように、電流フィ一 ドバ ック制御を行 う電流制御ループ(37) を有 し

ている。

[0040] 過出力抑制制御部 (32) は、後述するように、上位 E C U ( 19) か らの電流指

令値を低減するようになっており、最低出力維持制御部 （33) は、センサ レス

制御のための下限の回転速度 （センサ レス下限）と、位相検出回路 (24) で得

られたロータの位相か ら求めたモータ（4) の実回転速度 とを比較 して、モータ

(4) の実回転速度の方が小さい場合に、上位 E C U ( 19) か らの電流指令値を増

加するようになっている。センサ レス下限の値は、例えば、 C P U (21 ) に記

憶 されている。図 4 は、過出力抑制制御部 (32) および最低出力維持制御部 (33

) が設けられていることで、実現可能 となっている補助ポンプ （以下では、 「

ポンプ」と称す） （3) の特性を示 している。

[0041 ] 図 4 において破線で示す A および B の曲線は、 トランスミッシ ョン（2) のバ



ラツキを考慮 した負荷曲線を示 しており、 A は、 トランスミッション（2) のC

V T (無段変速機）の漏れ最大時の負荷曲線を示 し、 B は、C V T 漏れ最小

時の負荷曲線を示 している。ポンプ(3) には、C V T 漏れ最大時の負荷曲線上

にある要求出力点 P を上回るような出力とすること （点 Pの油圧値以上の要

求油圧値）が求められている。これに対応可能なポンプ(3) の油圧—流量曲線

は、実線で示すC の部分が必要となる。このような油圧—流量曲線を有する

ポンプ(3) は、追加の制御を行わない場合、油圧の増加とともに流量が徐々に

(連続的に）減少する破線 Dで示す部分を有することになる。破線 Dで示す

部分は、必要油圧よりも大きいことから、この部分において、油圧不足とな

ることはないものの、C V T 漏れ最小時の負荷曲線である破線 B に対 しては

、必要以上の油圧 （過出力）となっている。この過出力は、省エネの点でも

、また、発熱や騒音発生の点でも好ましくない。

[0042] そこで、この発明の実施形態におけるモータ制御装置 （5) による制御に際 し

ては、実線C の部分の後 （すなわち、要求出力点 P を超えた後）は、点Qを

変曲点として、急激に出力 （油圧ラ流量）が小さくなるような実線 E で示す

油圧—流量曲線に従うものとされている。また、センサレス制御を行うため

に、モータ（4) の最低回転速度が設定されており、油圧が大きい場合でも、あ

る程度の流量が確保されるように、最小曲線部 F が設定されている。

[0043] ポンプ(3) の出力が変曲点Qを有する実線C、実線 E および実線 F からなる

油圧一流量曲線となるように、モータ（4) を制御することにより、 トランスミ

ッション（2) のバラツキが考慮されて、 トランスミツション（2) のバラツキの

上限に対 しても、要求出力が満たされるようになされ、 しかも、過出力とな

らないよう制御を行うことができる。

[0044] 油圧は、主吐出油路 （1 1) の油圧センサ （1 6)によって検知 した値を使用する

のではなく、電動ポンプユニット（1 ) の電源電流 （またはモータ電流）とモ一

タ回転速度とによって推定されている。より詳 しくは、上位 E C U ( 19)から

得 られる油温と電動ポンプュニッ卜（1 ) 内部で得 られる電源電流 （またはモ一

タ電流）、 モータ回転速度および電源電圧とを用いて、油圧推定部 (34) にお



いて、吐出油圧が推定されている。油圧推定部 （34) は、予め測定 した油温ご

とのモータ回転速度と電流のデータテ一プル （油圧推定マップ(36) ) を持ち

、推定油圧は、そのデータテ一プルに当てはめた値にデータテ一プルの基準

電圧と電源電圧との比をかけた値として求められている。

[0045] 油圧推定マップ(36) は、C P U (21 ) に記憶され、上位 E C U ( 19)から電動

ポンプュニッ卜（1 )へ作動指示が出た場合には、この油圧推定マップ(36) から

求めた推定油圧が目標油圧になるようにモータ（4) が制御される。そして、こ

の目標油圧が図4 に示す実線C、実線 E および実線 F からなる油圧—流量曲

線を満たすように決められることで、省エネで、かつ、発熱や騒音発生も抑

えた過出力抑制制御が実行される。

[0046] 油圧推定マップ(36) という形態にせずに、油温、電源電流 （またはモータ

電流）、 モータ回転速度および電源電圧を用いた油圧推定演算式を記憶させ

ておいて、油圧推定演算式に基づいて油圧を推定することもできる。

[0047] 要求出力確保のために、油圧の推定精度を上げる必要がある。油圧推定マ

ップ(36) として、 1条件 （標準温度）に対する標準マップだけを使用 した場

合、図 5 に示すように、温度による油の粘性変化が大きいことから、高温ゾ

—ンでは、出力が高めにシフ トし、低温ゾーンでは、出力が低めにシフ トし

、いずれの場合でも最適制御からずれてくる可能性がある。

[0048] すなわち、高温ゾー ンにおいて、標準温度用の油圧推定マップ(36) に基づ

いて制御を行うと、油の粘度が低いことにより、実際の制御状態は、図 6 に

示すように、最適制御である実線C、破線 E および破線 F からなる油圧—流

量曲線に対 し、実線Gで示す出力が高い方にシフ トした制御となり、過出力

となる。

[0049] そこで、高温ゾー ン用油圧推定マップを標準温度用の油圧推定マップ(36)

とは別のものとすることにより、高温ゾ一ンにおける過出力を抑えることが

できる。

[0050] また、低温ゾーンにおいて、標準温度用の油圧推定マップ(36) に基づいて

制御を行うと、油の粘度が高いことにより、実際の制御状態は、図 7 に示す



ように、最適制御である破線C 、破線 E および実線 F からなる油圧—流量曲

線に対 し、実線 H で示す出力が低い方にシフトした制御となり、要求出力不

足となる。

[0051 ] そこで、低温ゾーン用油圧推定マップを標準温度用の油圧推定マップ(36)

とは別のものとすることにより、低温ゾーンにおける要求出力不足を防止す

ることができる。

[0052] こうして、 1 つの標準温度用の油圧推定マップ(36) で全温度ゾーンをカバ

—するのではなく、油温による油の粘度変化の影響を考慮することにより、

高温側では、推定油圧が低めとなって過出力となることが抑えられるととも

に、低温側では、推定油圧が高めとなって最適な出力を保てなくなるという

ことが抑えられ、高温ゾ一ンおよび低温ゾ一ンのいずれでも最適な出力を得

ることができる。

[0053] 複数の油温ゾーンに対応する油圧推定マツプ(36) は、複数の油温ゾーンに

対応 して複数設けられているようにしてもよく、また、標準温度用として設

定された標準マップと、複数の油温ゾーンにそれぞれ対応するように設定さ

れた調整係数とによって形成されているようにしてもよい。

[0054] 前者の場合、例えば、油温ゾーンを低温、中温および高温の 3 つに分けて

、 3 つの油圧推定マップ(36) が作成される。後者の場合、標準的な温度 （中

温）における標準マップを 1 つ作成 しておき、低温用および高温用油圧推定

マップ(36) は、得られた推定油圧に一定の調整係数 （定数または数式）を演

算するものとされる。

[0055] 油温情報については、図 1 に示すように、主吐出油路 （1 1) に油温センサ （1 7

) が設けられて、アイ ドリングス トップを統括する上位 E C U ( 19)は、この油

温情報をモニタしていることから、上位 E C U ( 19)から電動ポンプュニッ卜（

1) に油温情報を送って、その油温情報を元に油圧推定マップ(36) を切り換え

ればよい。この際の油温情報は、例えば、低温、中温および高温のうちのい

ずれかとすればよい。

[0056] なお、油温ゾーンの数は、演算処理の簡略化と推定油圧の精度確保とを両



立させるために、上記のように低温、中温および高温の 3 つとすることが好

ましいが、これに限られるものではなく、 2 つ以上で適宜設定できる。

[0057] 上記において、アイ ドリングス トップ時には、油温が高温ゾーンの範囲で

あったものが、外気温の影響で油温が低下 して、油温が中温ゾーンの範囲に

含まれるようになることがある。この場合、図 8 に示すように、油温が高温

であれば、上記制御によって、太線 H 1 に従って制御されて、要求出力点 P

は満たされるが、高温ゾーンでは、低温ゾーンに比べて油の粘度が低いため

に、同 じ電流値ではモータ回転速度か高くなるので、推定油圧を高く見積も

るようになっていることから、実際の油温が低下 しているのに、高温ゾーン

の油圧推定マップ(36) を使用 し続けると、細線 H 2 に従う制御となって、油

圧が要求出力点 P を下回る可能性がある。そこで、この油温低下条件に対 し

ては、余裕代を持たせて、細線 H 3 のようにしておくことが好ましい。具体

的には、標準の油圧—流量曲線 H における変曲点Qに対 し、例えば 1 0 °C

低下 しても余裕代があるように、高温ゾーン用ポンプ出力特性の変曲点Q ' が

設定されればよい。これにより、アイ ドリングス トップ後にその油温ゾーン

をまたぐ油温低下が発生 しても、変曲点に余裕を持っているので、油圧不足

とならない。余裕代は、所定の温度低下量に対応する余裕代を実測 し、C P

U (21 ) の記憶部に記憶させておく。

[0058] また、上記において、複数の油温ゾーンに対応する油圧推定マップ(36) を

使用することで、油温が変化 して異なる油温ゾーンに切 り換えられる際には

、モータ（4) の回転速度が変化することになる。すなわち、高温ゾーンの範囲

の下限から 1 °C油温が低下することで、油圧推定マップ(36) が高温用から中

温用に切 り換えられ、これにより、図 9 に示す太線 I 1 から細線 I 2 にボン

プ(3) 出力特性の目標曲線が不連続的に変化 し、この変化分 卜に対応するよう

にモータ（4) を制御すると、モータ（4) の回転速度が急激に増加 して、ポンプ（

3) が発生する音の周波数も急激に変化する。この周波数の変化が大きい場合

には、音が目立ち、ュ一ザが不快感を感 じることがある。

[0059] そこで、制御信号出力部 (31 ) は、フィルタ処理を行って電流指令値の急激



な変化を防止するフィルタ処理部 をさらに備えていることが好ま しい。 この

ようにすると、過出力抑制制御部 (32) および最低出力維持制御部 (33) によつ

て補正された電流指令値は、 フィルタ処理 によって急激 に変化することが防

止されて、駆動回路 (20) に出力される。 これにより、モータ（4) の回転速度の

変化が緩やかなものとな り、回転速度の変化に伴 うポンプ(3) 発生音に不快感

を感 じないようにできる。油温変化は、急峻なものではないので、 5 ~ 1 5

秒程度の応答速度 を持 って一次遅れフィルタ処理 を行 うことで、モータ（4) の

回転速度の変化を所定の傾 き以下 とすることができる。一次遅れフィルタ処

理 に代えて、移動平均 フィルタ処理 と してもよい。

[0060] なお、上記の実施形態では、油圧推定部 (34) が推定油圧を油温情報 に基づ

いて求めることにより、油温に応 じた電流指令値の低減量を取得 している。

しか しなが ら、本発明はこれに限 られず、 目標油圧の設定値 を油温情報 に基

づいて補正することにより、油温に応 じた電流指令値の低減量を取得 しても

よい。すなわち、電流指令値補正量演算部 (35) において比較 される推定油圧

と目標油圧 とは、少な くともいずれか一方が油温情報 に基づいて補正されて

いればよい。

[0061 ] なお、上記実施形態では、主吐出油路 （1 1) の油圧に基づいて、補助ポンプ（

3) の駆動 停止の切 り換えを行 っているが、エンジン（6) が駆動されていると

きは補助ポンプ(3) を停止させ、ェンジン（6) が停止 しているときは補助ポン

プ(3) を駆動するようにすることもできる。電動ポンプュニ ッ 卜（1 ) の構成は

、上記実施形態のものに限 らず、適宜変更可能である。 また、 この発明は、

自動車の トラ ンス ミ ッシ ョン用の油圧供給装置以外にも適用できる。

符号の説明

[0062] ( 1) ：電動ポンプュニ ッ 卜、 （3) ：ポンプ、 （4) ：電動モータ、 （1 9) ：上位 E

C U (上位制御装置）、 （21 ) ：C P U (制御部）、 （32) ：過出力抑制制御部

、 (34) ：油圧推定部、 （35) ：電流指令値補正量演算部、 （36) ：油圧推定マ ツ

プ



請求の範囲

[ 請求項 1] 油の吸入および吐出を行 うポ ンプを駆動する電動モータを油圧 に基

づいて制御するモータ制御装置であ って、

モータ制御信号 を出力する制御信号出力部 を備 える制御部 と、

前記モータ制御信号の入力によ り作動 して前記電動モータへ駆動電

力を供給する駆動回路 と

を備 え、

前記制御部 は、上位制御装置か らの電流指令値 を低減することで過

出力を抑制する過出力抑制制御部 をさ らに備 えてお り、

前記制御信号出力部 は、前記上位制御装置か らの前記電流指令値 に

前記過出力抑制制御部で得 られた電流指令値の低減量 を付加すること

で前記モータ制御信号 を得てお り、

前記過出力抑制制御部 は、

少な くとも前記電動モータの電流および回転速度 に基づ き油圧 を

推定する油圧推定部 と、

目標油圧 と前記油圧推定部で推定された推定油圧 とを比較 して前

記推定油圧の方が高い場合 に前記電流指令値の低減量 を前記制御信号

出力部 に出力する電流指令値補正量演算部 と

を備 えてお り、

前記電流指令値補正量演算部 によ り比較 される前記 目標油圧 と前記

推定油圧 との うちの一方は油温情報 に基づいて補正されている、

モータ制御装置。

[ 請求項 2 ] 請求項 1 に記載 されたモータ制御装置であ って、

前記油圧推定部 には、前記電動モータの電流および回転速度 と推定

油圧 との対応関係 を示す、油温 に依存 した油圧推定マ ップまたは油圧

推定演算式が設定され、前記油温情報 に基づいて補正された推定油圧

を前記電流指令値補正量演算部八出力する、

モータ制御装置。



請求項 2 に記載 されたモータ制御装置であ って、

前記油圧推定マ ップは、複数の油温 ゾー ンに対応 して設 け られた複

数のマ ツプを備 え、

前記油圧推定部 は、前記複数のマ ップの うち前記油温情報 に対応す

る油温 ゾ一 ンのマ ップを使用することによ り前記推定油圧 を取得する

モータ制御装置。

請求項 2 に記載 されたモータ制御装置であ って、

前記油圧推定マ ップは、標準温度用 と して設定された標準マ ップと

、複数の油温 ゾー ンにそれぞれ対応するように設定された調整係数 と

によって形成 されている、

モータ制御装置。

請求項 3 または 4 に記載 されたモータ制御装置であ って、

前記ポ ンプの油圧 —流量曲線 は、要求油圧値 を満た し、かつ、 この

要求油圧値 を超 えた点を変曲点 と して、 当該変曲点以降では、油圧の

増加 に対 して流量が低下するもの とされてお り、

前記複数の油温 ゾ一 ンの うちの高温 ゾ一 ン用の油圧推定マ ップにお

いては、油温が所定量低下 した場合でも前記要求油圧値 を満たすよう

に、余裕代が設 け られている、

モータ制御装置。

請求項 1 か ら 5 までのいずれかに記載 されたモータ制御装置であ つ

て、

前記制御信号出力部 は、前記電動モータの回転速度の変化 を所定の

傾 き以下 とするためのフィル タ処理部 をさ らに備 えている、

モータ制御装置。

請求項 1 か ら 6 までのいずれかに記載 されたモータ制御装置であ つ

て、

前記油圧推定部 は、 さ らに電源電圧 に基づいて油圧 を補正する、



モータ制御装置。

[ 請求項 8 ] 油 の吸入および吐出を行 うポ ンプと、

前記ポ ンプを駆動する電動モータと、

請求項 1 か ら 7 までのいずれかに記載 されたモータ制御装置 と、

を備 える電動ポ ンプュニ ッ 卜。
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